
   
 

 

 

貸 借 対 照 表 

２０２６年３月３１日現在 

（単位：千円） 

科     目 金  額 科     目 金  額 

(資産の部) 

流 動 資 産 

現 金 預 金 

完 成 工 事 未 収 入 金 

契 約 資 産 

未 収 入 金 

未 成 工 事 支 出 金 

前 払 費 用 

そ の 他 

 

 

 

 

 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産  

建 物 

建 物 附 属 設 備 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 （ 有 形 ） 

 

 

無 形 固 定 資 産  

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

 

 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

 

 

10,967,429 

314,326 

4,396,180 

6,083,544 

79,602 

3,159 

19,886 

70,730 

 

 

 

 

 

 

6,532,410 

5,671,776 

3,502,971 

878,157 

112,188 

1,177,578 

880 

 

 

19,976 

2,634 

17,341 

  

 

840,656 

796,806 

5,180 

5,592 

19,098 

14,268 

△290 

 

 

 

(負債の部) 

流 動 負 債 

電 子 記 録 債 務 

工 事 未 払 金 

短 期 借 入 金 

１年以内返済長期借入金 

リース債務（1 年以内） 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

未 成 工 事 受 入 金 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

 

 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 （ 長 期 ） 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

敷 金 

 

負  債  合  計 

 

(純資産の部) 

株 主 資 本 

資  本  金 

利 益 剰 余 金 

 利 益 準 備 金 

 その他利益剰余金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

  自 己 株 式 

 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

 

純 資 産 合 計 

 

5,972,673 

311,400 

1,715,568 

3,300,000 

106,054 

435 

107,202 

178,508 

90,266 

25,030 

91,773 

46,433 

 

 

2,146,351 

1,881,290 

533 

121,257 

29,070 

114,200 

 

8,119,024 

 

 

9,201,867 

200,000 

9,002,706 

50,000 

8,952,706 

3,533,864 

5,418,841 

△838 

 

178,947 

178,947 

 

9,380,815 

資 産 合 計 17,499,840 負債・純資産合計 17,499,840 

(注) 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しています。 



   

個 別 注 記 表 

２０２５年４月 １日から 

２０２６年３月３１日まで 

 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的債券 

償却原価法 

② その他有価証券 

   ｱ) 市場価格のない株式等以外のもの 

     時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平 

     均法により算定） 

   ｲ) 市場価格のない株式等 

     移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

① 未成工事支出金 

個別法による原価法によっています。 

② 材料貯蔵品 

先入先出法による原価法によっています。 
 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに 2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備については定額法）を採用し

ています。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しています。なお、自社利用のソフトウェアは、社内における利

用可能期間（5 年）に基づく定額法によっています。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 
 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しています。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額に基づき

計上しています。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

を計上しています。 



   

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

います。 

 

４．収益及び費用の計上基準  

工事契約に係る収益は、工期がごく短い工事を除き、履行義務を充足するにつれ

て、一定の期間にわたり収益を認識しています。なお､履行義務の充足に係る進捗度

の見積りの方法は､工事原価総額に対する発生原価の割合（インプット法）で算出し

ています。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができず、当

該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原

価回収基準を適用しています。工期がごく短い工事については、一定の期間にわた

り収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しています。 

 

 

Ⅱ 貸借対照表に関する注記 
 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

建物・設備     3,896,827 千円 

    土   地        328,334 千円 

    投資有価証券     64,490 千円 

 計           4,289,652 千円 

上記の建物・設備及び土地は根抵当に対する担保です。また、投資有価証券は

住宅瑕疵担保履行法に基づく住宅建設瑕疵担保保証金等として札幌法務局に供託

しています。 

(2) 担保に係る債務 

   短期借入金     3,300,000 千円 

      長期借入金     1,987,344 千円 

      計       5,287,344 千円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 

2,488,674 千円 

 

３．関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権         34,682 千円 

    短期金銭債務         3,206 千円 

 

４．退職給付債務 

退職給付債務の額   204,522 千円 

   年金資産の額      83,264 千円 

   退職給付引当金    121,257 千円 

 
 

Ⅲ 税効果会計に関する注記 
 

１． 繰延税金資産の主な発生原因は、退職給付引当金繰入額等によるものです。 



   

 

 

Ⅳ 一株当たり情報に関する注記 
 

１．一株当たり純資産額 

3,721 円 16 銭 

 

２．一株当たり当期純利益 

289 円 06 銭 

 

 

Ⅴ 当期純損益額 

 

   当期純利益 728,707 千円 

 

 

 本個別注記表に記載されている金額は、単位未満を切り捨てて表示しています。 


